
３ 国民の健康保護のための食品安全対策の推進

１４９億円（１５７億円）

（１）輸入食品等の安全対策の強化 １１７億円

○ 輸入食品の監視等の強化 １９億円

検疫所が行う輸入食品のモニタリング検査等について、平成１８年５月に残留農

薬等のポジティブリスト制度（農薬等が一定量を超えて残留する食品の流通を原則

） 、禁止する制度 が施行されたことによる検査項目の大幅な増加への対応を図るため

高度な分析機器の拡充を図るなど、輸入食品の安全対策を強化する。

○ ＢＳＥ対策など食肉の安全確保対策の推進 ２３億円

国内のと畜場におけるＢＳＥ検査キットについて引き続き国庫補助を行うととも

に、米国及びカナダにおける対日輸出施設の査察等を通じて食肉の安全確保対策を

推進する。

（２）食品衛生法に基づく基準の策定等の推進 １６億円

○ 残留農薬等ポジティブリスト制度の円滑な実施 ５．９億円

ポジティブリスト制度の適正・円滑な実施を図るため、国際基準等を参考に設定

した７５８品目の基準値の見直しをはじめ、引き続き分析法の開発や摂取量の調査

を計画的に実施する。

○ 食品添加物等の安全性確認の計画的な推進 ９．７億円

指定時期が古い指定添加物などについて、遺伝子組換え動物を用いた試験などバ

イオテクノロジーの進歩を踏まえた毒性試験を計画的に実施し、食品添加物等の安

全性確保を推進する。

（３）健康食品の安全性の確保等の推進 ９７百万円

○ 健康食品の安全性の確保等 ６５百万円

健康食品による健康被害に適切に対応するために事例検討会を開催するととも

に、安全性確認のための試験検査を実施する。また、健康食品の安全性確保及び制

度発足後３０年以上が経過している特別用途食品制度の見直しについて検討を行

う。



○ 食品安全に関する情報提供や意見交換（リスクコミュニケーション）の充実

２６百万円

食品安全に関する施策について国民の理解や信頼を構築するため、的確な情報提

供や消費者との意見交換会を行うなど、リスクコミュニケーションの取組を充実す

る。

（４）食品安全に関する研究の推進 １５億円

先端技術を融合・応用した食品中の汚染物質等の検知法・分析法の開発、科学的根

拠に基づいた安全性に関する調査研究、食中毒、食品テロ等の危機管理に関する研究

など、食品の安心・安全の確保に資する研究を推進する。

． （ ． ）４ 自殺対策の推進 ９ ８億円 ９ １億円

○ 自殺予防総合対策センター機能の充実 ２８百万円

自殺対策基本法を踏まえた総合的な自殺対策を実施するため、自殺予防総合対策

センターにおいて、国内外の情報収集、Ｗｅｂサイトを通じた情報提供や関係団体

等との連絡調整を行うとともに、人材の養成・資質の向上のための研修を行う。

○ 地域での効果的な自殺対策の推進と事業主の取組の支援（一部再掲）

３．８億円

地域の実情に即した先進的な自殺対策を検証し、地域での効果的な自殺対策を推

進する。

また、こころの健康問題により休業等をした労働者が円滑に職場復帰又は雇用継

続できるよう医師等専門家を派遣するなど、事業場に対する支援を充実する。

○ 自殺予防に向けた相談体制の充実と人材育成（一部再掲） ２．４億円

「いのちの電話」において、フリーダイヤルによる自殺予防相談の実施や相談員

の研修などを行う。

また、地域産業保健センターにおいて、労働者及びその家族を対象としたセミナー

や相談会を充実するとともに、産業医に対するメンタルヘルスに関する対応方法に

ついての研修を実施する。

○ 自殺問題に関する総合的な調査研究等の推進 ３．３億円

データの収集と分析による自殺の実態把握を行うとともに、自殺関連予防プログ

ラムの開発等に関する研究を推進する。



． （ ． ）５ 麻薬・覚せい剤等対策の推進 ９ ２億円 ８ ８億円

○ 違法ドラッグ（いわゆる脱法ドラッグ）対策の強化 １億円

違法ドラッグであると疑われる物質について、指定薬物の含有の有無の分析等を

行うための体制整備を図るとともに、検査機関向けの講習会を開催する。また、違

法ドラッグの乱用実態を把握し、広告監視体制の強化を図るとともに、効果的な啓

発活動を実施する。

○ 取締体制の強化 ５．４億円

麻薬・覚せい剤等の薬物密売組織の取締体制を強化する。

（ ）６ 安全で良質な水の安定供給 ７７２億円 ８５１億円

○ 水道施設の整備 ７７０億円

、「 」すべての国民に安全で良質な水道水の安定的な供給を行うなど 水道ビジョン

に基づく取組を推進する。

（ ）７ 健康危機管理体制の強化 １０億円 １２億円

○ 健康危機管理対策総合研究の推進 ５．８億円

国民の生命・健康の安全を脅かす新型インフルエンザやバイオテロリズムの発生

に備え、初動体制の確保や危機情報の共有・活用等に資する健康危機管理・テロリ

ズム対策システム研究事業を創設し、地域レベルの健康危機管理に着目した地域健

康危機管理研究事業とあわせて、総合的な研究を推進する。

○ 健康危機管理体制の整備・強化 ３．２億円

健康危機発生時に健康危機管理体制が十分に機能するよう、平時から、実地訓練

の実施、専門家ネットワークの構築、情報通信システムの整備等を行う。

また、地域における多種多様な健康危機事例に的確に対応するため、実地訓練マ

ニュアルの作成、訓練教材の開発、広域的連携体制の整備等を推進する。

○ 国際健康危機管理対応能力の強化 １．４億円

国内外での未知の感染症等の発生時にＷＨＯ等が編成する広範な疫学調査チーム

に国立感染症研究所が積極的に参加し、国際的な感染症の情報収集、解析、還元及

び情報提供を行うとともに、病原体のゲノム情報の蓄積、データベース化や科学的

解析を引き続き推進する。



第１０ その他

（ ）１ 国際社会への貢献 ２６２億円 ２５３億円

（１）国際機関を通じた国際的活動の推進 １９１億円

○ 世界保健機関（ＷＨＯ）等を通じた活動の推進 １１６億円

世界保健機関（ＷＨＯ 、国連合同エイズ計画（ＵＮＡＩＤＳ）への拠出等を通）

じ、新型インフルエンザ、エイズ、結核等の新興・再興感染症への対応や食品の安

全対策の国際的な活動を推進する。

○ 国際労働機関（ＩＬＯ）を通じた活動の推進 ７０億円

国際労働機関（ＩＬＯ）への拠出等を通じ、労働者の基本的な権利の実現、人材

育成等の国際的な活動を推進する。

（２）開発途上国等に対する国際貢献等の推進 ３１億円

ＡＳＥＡＮ諸国やアフリカ諸国等に対し、保健医療、福祉分野への支援、労使関係

の安定化、人材育成に関する支援などの協力を積極的に行う。

（ ）２ 経済連携協定の円滑な実施 ４１百万円 １９百万円

○ 日比経済連携協定に基づく看護師・介護福祉士の受入れ ４１百万円

フィリピン人看護師・介護福祉士候補者の円滑かつ適正な受入れを実施する観点

、 、 。から 受入施設に対して巡回指導を行うとともに 看護・介護導入研修を実施する

３ 社会保険・労働保険の徴収事務の一元化の推進

１５百万円（３１百万円）

○ 社会保険・労働保険の徴収事務の一元化の推進 １５百万円

事業主の利便性の向上及び行政事務の効率化を図るため、社会保険と労働保険の

徴収事務の一元化を着実に推進する。



４ 戦傷病者・戦没者遺族、中国残留邦人等の援護等

４９０億円（５３３億円）

（１）戦傷病者・戦没者遺族の援護等 ４７２億円

○ 援護年金の改善 ４３１億円

恩給に準じ、援護年金額の改善を行う。

○ 戦没者慰霊事業の推進 ５．２億円

未送還遺骨情報に基づく速やかな遺骨収集の実施、慰霊巡拝及び戦没者遺骨の

ＤＮＡ鑑定等の戦没者慰霊事業の推進を図る。

（２）中国残留邦人等の支援 １８億円

○ 中国帰国者あんしん生活支援計画の実施 ４．２億円

、 、 、帰国した中国残留邦人等の高齢化等を踏まえ 日本語の習得 地域社会への適応

２世・３世の就労支援等のきめ細かな自立支援の取組を推進する。

・ 地域生活支援プログラム」の実施「

・自立指導員の永続的派遣（派遣年限撤廃） 等

， （ ， ）５ 原爆被爆者の援護 １ ５３６億円 １ ５６６億円

○ 保健、医療、福祉にわたる総合的な施策の推進 １，５３６億円

原爆被爆者に対する健康診断の実施、医療の給付及び諸手当の支給のほか、在外

、 。被爆者に対する支援 調査研究及び国立原爆死没者追悼平和祈念館の運営等を行う

（ ）６ 生活衛生関係営業の指導及び振興の推進 １７億円 １７億円

○ 生活衛生関係営業の振興のための支援 １７億円

経営の健全化、衛生水準の維持向上を図るため、全国生活衛生同業組合連合会等

における経営革新、消費者サービスの向上や健康増進のための自主的活動を支援す

る。




